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１．経営成績・財政状態に関する分析 

（１）経営成績に関する分析 

  ａ．当期の経営成績 

  （ａ）収支の状況 

収益面では，当社において，販売電力量は減少したものの，料金改定や燃料費調整額

の影響などにより，電灯・電力料が増加したことに加え，地帯間販売電力料が増加した

ことなどから，売上高（営業収益）は前年度に比べ 2,462 億円（13.7％）増の 2 兆 388

億円，経常収益は前年度に比べ 2,436 億円（13.5％）増の 2 兆 466 億円となりました。 

  

一方，費用面では，経費全般にわたる徹底した効率化に継続して取り組んだものの，

燃料費や減価償却費の増加などにより，経常費用は前年度に比べ 1,113 億円（5.9％）増

の 2 兆 75 億円となりました。 

  

以上の結果，経常損益は前年度に比べ 1,322 億円増の 390 億円の利益となりました。 

 

また，当期純損益は，当社の退職給付制度改定益 162 億円並びに東日本大震災及び新

潟・福島豪雨により生じた設備被害に対する受取保険金 87 億円を特別利益に計上したこ

となどから，前年度に比べ 1,380 億円増の 343 億円の利益となりました。 

 

  （ｂ）需要と供給の状況 

売上高（営業収益）の大部分を占める当社の販売電力量は，東日本大震災からの復興

や大口電力における生産回復の動きが続いているものの，前年に比べ夏の気温が低く，

冬の気温が高めに推移したことによる冷暖房需要の減少などから，前年度に比べ 0.5％

減の 775 億キロワット時となりました。 

 このうち特定規模需要以外の需要については，2.0％減の 286 億キロワット時，特定規

模需要については，0.4％増の 489 億キロワット時となりました。 

 

これに対応する供給については，東日本大震災による原子力発電所などの運転停止に

伴う供給力の減少が引き続きあるものの，被災した全ての火力発電所が運転を再開した

ことや，新潟・福島豪雨のため停止していた水力発電所の多くが運転再開したこと及び

豊水に伴う発電量増加などにより供給力を確保いたしました。 
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 <電気事業における販売・生産の状況> 

□販売の状況 

  販売電力量 

 (単位：百万 kWh，％) 

平 成 24 年 度 平 成 25 年 度 増　　減 前年度比

電 灯 25,153 24,815 △ 338 98.7 

電 力 4,017 3,784 △ 233 94.2 

計 29,170 28,599 △ 571 98.0 

48,663 48,853 190 100.4 

77,833 77,452 △ 381 99.5 

　

以

外

の

需

要

特

定

規

模

需

要

特 定 規 模 需 要

合　　 　計

 

□生産の状況 

   発受電電力量 

(単位：百万 kWh，％) 

平 成 24 年 度 平 成 25 年 度 増　　減 前年度比

水 力 5,957         7,432         1,475        124.8 

火 力 52,757        61,014        8,257        115.6 

原 子 力 ― ― ― ― 

新 エ ネ ル ギ ー 等 944           877           △ 67        93.0 

自   社   計 59,658        69,323        9,665        116.2 

他  社  受  電 26,598        23,941        △ 2,657     90.0 

融 通 (差 引) △ 1,081      △ 8,045      △ 6,964     744.1 

揚 水 用 △ 69         △ 50         19           71.5 

合       計 85,106        85,169        63           100.1 

  ※他社受電には，連結子会社の酒田共同火力発電㈱4,834 百万 kWh，東北水力地熱㈱288 百万 kWh， 

東星興業㈱285 百万 kWh，東北自然エネルギー開発㈱32 百万 kWh が含まれております。 

   

ｂ．次期の業績見通し 

 

 連 結 業 績 予 想                                            （単位：億円） 

                          

 

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

通 期 22,000 ― ― ―

 

 個 別 業 績 予 想                                            （単位：億円） 

 

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 当 期 純 利 益

通 期 20,100 ― ― ―
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連結業績予想における売上高は，当社において，料金改定の影響や燃料費調整額の増

加などにより 2 兆 2,000 億円程度（前年度比 7.9％増）と見込んでおります。 

    一方，利益の見通しについては，原子力発電所の再稼働時期など供給力の見通しが不

透明であることなどから，費用を合理的に算定することが困難な状況であるため未定と

しております。今後，一定の条件が整い，合理的な算定が可能となった時点において速

やかにお知らせいたします。 

                                    

【主要諸元】

項　　目 通　期

　販 売 電 力 量（億ｋWｈ） 　783 程度

原油CIF価格（ドル/バーレル） 　110 程度

  為 替 レ ー ト（円/ドル） 　105 程度

    

 

（２）財政状態に関する分析 

 ａ．資産，負債及び純資産の状況 

    資産は，減価償却の進行などによる固定資産の減少などにより，前年度末に比べ 413

億円（1.0％）減の 4 兆 2,430 億円となりました。 

    負債は，社債の償還や，災害復旧費用引当金の取崩しなどにより，前年度末に比べ 932

億円（2.5％）減の 3 兆 6,684 億円となりました。 

   純資産は，当期純利益の計上により利益剰余金が増加したことなどから，前年度末に

比べ 518 億円（9.9％）増の 5,745 億円となりました。 

   以上の結果，自己資本比率は前年度末から 1.3 ポイント上昇し，12.6％となりました。 

 

ｂ．キャッシュ・フローの状況 

  （営業活動によるキャッシュ・フロー） 

税金等調整前当期純損益が利益となったことなどから，前年度に比べ 1,897 億円

（406.6％）増の 2,364 億円の収入となりました。 

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

固定資産の取得による支出が増加したことなどから，前年度に比べ 108 億円（4.6％）

増の 2,475 億円の支出となりました。 

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

借入金による収入が減少したことなどから，前年度に比べ 2,172 億円（82.7％）減

の 454 億円の収入となりました。 

 

以上の結果，現金及び現金同等物の当年度末残高は，前年度末残高に比べ 344 億円

（11.7％）増の 3,293 億円となりました。 
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 ｃ．キャッシュ・フロー指標のトレンド 

 

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 

自己資本比率（％）       22.8       20.5       13.9       11.3       12.6

時価ベースの

自己資本比率（％）

      25.1       17.4       11.2        8.8       12.5

キャッシュ・フロー

対有利子負債比率

       6.2        6.2 ― 58.2       11.7

インタレスト・

カバレッジ・レシオ

       7.3        8.7 ― 1.2 5.1       

 

自己資本比率            ：自己資本／総資産 

  時価ベースの自己資本比率      ：株式時価総額／総資産 

  キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債／キャッシュ・フロー 

  インタレスト・カバレッジ・レシオ  ：キャッシュ・フロー／利払い 

（注）１．各指標は，いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

２．株式時価総額は，期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により

算出しております。 

３．キャッシュ・フローは，連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャ

ッシュ・フローを使用しております。 

４．有利子負債は，連結貸借対照表に計上されている負債のうち社債，長期借入金

（いずれも１年以内に期限到来のものを含みます。），短期借入金及びコマーシ

ャル・ペーパーを対象としております。また，利払いについては，連結キャッシ

ュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当 

当社は，利益配分については，安定的な配当を行うことを基本に，当年度の業績や中長

期的な収支見通しなどを総合的に勘案し決定することを基本的な方針としております。 

しかしながら，東日本大震災後の厳しい経営状況を踏まえて，誠に遺憾ながら，平成 23

年度以降，２年以上にわたり配当の実施を見送らせていただきました。 

当年度については，前述のとおり，徹底した効率化に取り組んだことなどにより，一定

の黒字を確保することができました。あわせて，東日本大震災等により毀損した財務体質

の回復をはかる必要があること，原子力発電所の再稼働を巡る状況などにより中長期的な

収支を見通すことが困難であること，さらには昨年９月に電気料金値上げを実施させてい

ただいたことなどを総合的に勘案した結果，配当を再開することが可能と判断し，平成 25

年度の期末配当金については，１株につき 5 円を予定しております。 

なお，次期の配当については，利益の見通しの合理的な算定が困難であることなどから，

中間配当及び期末配当ともに現時点では未定としております。 
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（４）事業等のリスク 

当社企業グループの業績及び財政状態に影響を及ぼす可能性があるリスクには，主に以

下のようなものがあります。企業グループでは，これらのリスク発生の可能性を認識した

うえで，リスク発生の低減に努めるとともに，発生した場合は，的確な対応に努めてまい

ります。 

なお，以下に記載の将来に関する事項は，現時点において，当社が判断したものであり，

今後のエネルギー政策の変更や電力システム改革などの影響を受ける可能性があります。 

 

①東日本大震災による影響 

平成 23 年３月 11 日に発生した東日本大震災により，太平洋沿岸部を中心に東北地域は

大きな被害に見舞われ，当社の電力供給設備にも甚大な被害が発生したことから，電力の

需給両面において大きな影響を受けました。さらに，同年７月には新潟・福島豪雨が発生

し，貴重な供給力であった多くの水力発電所も被害を受ける事態となりました。 

これまで，企業グループの総力をあげて，電力の需給対策や設備の復旧など安定供給の

確保に取り組んできた結果，被災設備の復旧は概ね完了したものの，原子力発電所が長期

停止するなかで火力発電の焚き増しによる燃料コスト負担の増加等により，企業グループ

の業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

 

②原子力発電を取り巻く制度変更等による影響 

東日本大震災及び東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故を受け，原子力発電を

取り巻く環境は厳しさを増しています。 

今般策定されたエネルギー基本計画に基づく政策の動向や原子力規制委員会による新規

制基準適合性審査等が原子力発電所の再稼働や安定運転に影響を与えることとなれば，燃

料費等が一層増加することにより，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能

性があります。 

 

③電気事業を取り巻く制度変更等による影響 

現在，国において，広域的運営推進機関の設立，小売分野における全面自由化，送配電

部門の中立化など，電力システム改革の工程表が示され，具体的な検討が進められており

ます。 

このような電力システム改革や今般策定されたエネルギー基本計画に基づく政策の動向，

それによる電気事業者及び他エネルギー事業者との競争の進展などにより，企業グループ

の業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

 

④原子力のバックエンド事業コストの変動による影響 

原子力のバックエンド事業は，超長期の事業で不確実性を伴いますが，国による制度措

置等により，使用済燃料の再処理及び再処理施設の廃止措置等の費用回収についてリスク

の低減がはかられております。ただし，今後の制度の見直し，将来費用の見積額の変動，

再処理施設の稼働状況などにより費用負担が増加する可能性があります。 
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⑤経済状況や天候状況などによる販売電力量の変動による影響 

電気事業における販売電力量は，景気動向や気温の変動，さらには省エネルギーの進展

などによって変動することから，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性

があります。 

なお，年間の降雨降雪量により，豊水の場合は，燃料費の低下要因，渇水の場合は，燃

料費の増加要因となりますが，「渇水準備引当金制度」により一定の調整がはかられるた

め，業績への影響は限定的と考えられます。 

 

⑥燃料価格の変動による影響 

電気事業における火力発電燃料費は，石炭，ＬＮＧ，重・原油などのＣＩＦ価格及び為

替レートの変動により，影響を受けるため，当社は，バランスのとれた電源構成を目指す

ことなどによって燃料価格変動リスクの分散に努めております。 

電気事業には，燃料価格及び為替レートの変動を電気料金に反映させる「燃料費調整制

度」が適用されますが，燃料価格などが著しく変動した場合には，企業グループの業績及

び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

 

⑦自然災害及び操業トラブルの発生による影響 

企業グループは，お客さまに高品質な電力を安定的に供給するため，設備の点検・修繕

を計画的に実施し，設備の信頼性向上に努めておりますが，地震・津波や台風等の自然災

害，事故やテロ等不法行為などにより，大規模な停電が発生し，設備の損傷や電源の長期

停止などに至った場合は，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があり

ます。 

 

⑧金利の変動による影響 

今後の市場金利の動向及び格付の変更により，企業グループの業績及び財政状態は影響

を受ける可能性があります。 

ただし，有利子負債残高の多くは固定金利で調達した社債や長期借入金であることなど

から，市場金利の変動による影響は限定的と考えられます。 

 

⑨情報流出による影響 

企業グループは，大量の個人情報や設備情報など重要な情報を保有しております。重要

な情報の適切な取り扱いをはかるため，基準等の整備や従業員に対する教育啓発，委託先

管理の徹底等，情報セキュリティ対策の強化をはかっておりますが，重要な情報の流出に

より問題が発生した場合は，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があ

ります。 

  

⑩電気事業以外の事業による影響 

企業グループは，エネルギー分野では，電気事業を中核に，省エネルギー対策を中心と

する付加価値提案型事業（ＥＳＣＯ事業）やガス事業との連携を強化しています。また，
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情報通信事業などのエネルギー分野以外では，選択と集中を徹底しながら，収益性を重視

した自立性の高い事業展開を推進しています。これら事業の業績は，他事業者との競合の

進展など事業環境の変化により影響を受けることがあることから，電気事業以外の事業の

業績により，企業グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

 

⑪企業倫理に反した行為による影響 

企業グループは，企業倫理・法令遵守が全ての事業活動の前提になるとの考えのもと，

企業倫理・法令遵守の体制を構築し，定着に向けて取り組んでおりますが，法令違反等の

企業倫理に反した行為が発生した場合，企業グループに対する社会的信用が低下し，企業

グループの業績及び財政状態は影響を受ける可能性があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東北電力（株）　9506　平成26年３月期　決算短信

－8－



２．経営方針 

（１）会社の経営の基本方針 

当社は，平成 21 年６月，経営の長期的な方向性を示した「東北電力グループ経営ビジョ

ン 2020～地域と共に～」を策定いたしました。 

本ビジョンでは，経営理念として「地域社会との共栄」と「創造的経営の推進」を掲げ

るとともに，実現すべき企業グループ像を「地域と共に歩む複合エネルギーサービス企業

～エネルギーのことなら東北電力グループに～」としております。これにより地域と共に

成長し，能動的に変化に適応しながら，当社独自の価値を地域と共に創り上げる経営を目

指してまいります。 

 

（２）中長期的な会社の経営戦略 

当社は，平成 26 年１月，向こう５年間の経営の方向性を示す「東北電力グループ中期経

営方針（平成 26～30 年度）」を策定し公表いたしました。 

本方針では，今後５年間を「経営基盤回復期」と位置付け，グループをあげた聖域なき

コスト構造改革と新たな価値の提供による収益拡大を通じた，財務体質の回復を最優先に

事業を展開してまいります。 

また，具体的な事業展開にあたりましては，「競争に打ち勝ち，お客さまから選ばれる」，

「企業変革に挑戦する」，「地域の復興・発展に貢献する」という３つの基本姿勢のもと，

主要施策を掲げて取り組んでまいります。 

来るべき本格的な競争時代においても，電力の安定供給を通じた地域の復興・発展に貢

献しながら，お客さまから選択され，地域とともに成長する企業グループを目指してまい

ります。 

 

（３）目標とする経営指標 

当社の自己資本比率は震災後 11％程度（平成 24 年度末）まで低下しており，財務体質は

脆弱で，震災前に比較して資金調達コストが上昇しています。また，今後の電力システム

改革の進展に伴う小売全面自由化により，競争が一層進展していくなど様々な事業リスク

の増大に備えていくため，経営基盤の回復が急務となっております。 

このため，東北電力グループ中期経営方針（平成 26～30 年度）において，財務体質の回

復に最優先に取り組むこととし，平成 30 年度までに自己資本比率 15％以上とすることを財

務目標として設定いたしました。 

 

（４）会社の対処すべき課題 

当社は，東日本大震災や新潟・福島豪雨により甚大な設備被害を受けました。以来，こ

れまでの期間を「復旧期」と位置付け，電力供給設備の早期復旧に全力で取り組んでまい

りました。その結果，設備復旧はほぼ果たしたものの，財務状況が急激に悪化したことか

ら，料金値上げを実施させていただきました。また，今後は，電力システム改革に伴う小
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売全面自由化により，競争が一層進展する新たな局面を迎えることとなります。 

こうした事業環境の変化を踏まえ，当社は，以下の課題を中心に企業グループ一丸とな

って取り組んでまいります。 

 

①経営基盤回復に向けた取り組み 

当社は，販売面では，これからも当社の電気を選んでいただけるよう，省エネルギー性

能の高いヒートポンプ機器などを活用したソリューション提案を行ってまいります。また，

お客さまニーズに対応した料金メニューを多様化することなどにより，お客さま満足度の

向上を目指してまいります。 

供給面では，さらなる安全性の向上と地域のご理解を前提として，原子力発電所の再稼

働に向けて着実に取り組んでまいります。あわせて，石炭やＬＮＧをはじめとした既設の

火力発電所などにつきましても，設備の保守・運用に万全を期してまいります。加えて，

現在建設中である，高効率コンバインドサイクル発電設備の新仙台火力発電所第３号系列

を早期に運転開始することにより，供給力の確保とコスト競争力の強化に努めてまいりま

す。 

また，費用面では，燃料費の抑制や，「調達改革委員会」による資材や役務調達価格の

低減などに取り組み，企業グループをあげたコスト構造改革を進め，強靭な企業体質を実

現してまいります。 

当社といたしましては，自己資本比率を平成 30 年度末までに 15％以上とする財務目標を

掲げ，今後５年間，企業グループをあげたコスト構造改革とお客さまのエネルギー利用効

率向上に向けた電化提案など新たな価値の提供による収益拡大を通じた財務体質の回復を

最優先に，事業を展開してまいります。 

 

②原子力発電所の安全性向上と再稼働に向けた取り組み 

エネルギー資源のほとんどを海外に依存しているわが国において，原子力発電は，安全

確保を前提に，エネルギーの安全保障，低炭素社会の実現，さらには経済性の観点から重

要な電源であります。当社は，原子力発電所の安全性向上に向けた取り組みを，引き続き

進めてまいります。 

女川原子力発電所につきましては，昨年 12 月に申請した第２号機の新規制基準への適合

性審査にあたり，原子力規制委員会の審査に真摯に対応してまいります。 

また，東通原子力発電所につきましても，原子力規制委員会による「東通原子力発電所

敷地内破砕帯の調査に関する有識者会合」に適切に対応するとともに，新規制基準への適

合性審査の申請準備を進めてまいります。 

さらに，両原子力発電所の原子力事業者防災業務計画を着実に実施するとともに，国や

関係自治体と十分な連携をはかってまいります。また，地域のみなさまに対するきめ細か

な情報提供や対話活動などを従来にも増して丁寧に行ってまいります。 

これらにより，さらに高いレベルでの原子力発電所の安全確保を達成するとともに，地

域のみなさまのご理解を得ながら，原子力発電所の再稼働に向けた取り組みを進めてまい

ります。 
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③電力システム改革を見据えた今後の取り組み 

現在，国において，電力システム改革の第１段階としての広域的運営推進機関の設立に

向けた対応や，第２段階としての小売分野における全面自由化の制度設計が進められてお

ります。 

当社は，電気を利用するお客さまの立場から，より良い電力システムを実現することが

何よりも重要であると考えております。このような観点から，広域的運営推進機関の設立

に向けて，本年１月に発足した設立準備組合に参画し，実務的な課題の検討を行うととも

に，小売分野における全面自由化に向けて，お客さまのエネルギー利用効率や満足度の向

上を目指してまいります。 

一方，第３段階である送配電部門の中立化に向けた発電と送配電の分離につきましては，

大規模災害の発生時における発電と送配電間の協調体制の確立や，中長期的な供給力確保

の具体化といった面で，引き続き慎重かつ十分な検討が必要であると考えております。 

 

当社といたしましては，将来にわたり電力の安定供給をはかり，こうした電力システム

改革に的確に対応するための中長期的な施策として，競争力があり需給の変動などにも適

切に対応できる電源構成の実現を目指してまいります。具体的には，自社応札を前提とし

た火力電源の入札募集を実施したうえで，能代火力発電所第３号機の増設及び上越火力発

電所第１号機の新設を進めることとしております。これにより，経年化した火力発電所か

ら，経済性のある火力発電所への代替について計画的に進めてまいります。 

また，再生可能エネルギーの導入についても，企業グループ全体で太陽光発電事業や小

水力発電事業などに取り組んでまいります。さらに，多様なお客さまニーズに応じたサー

ビスの提供や業務の効率化などを目的に，スマートメーターを順次導入してまいります。

今後，スマートメーターの活用による省エネ支援などのサービスや，電気料金メニューの

多様化などを検討してまいります。 

 

④地域の復興・発展への貢献 

当社は，災害に強い設備の構築と対応力の強化をはかり，電力の安定供給という使命を

果たすことにより，地域の復興と発展に貢献してまいります。 

また，地域社会とのコミュニケーションによる相互理解をはかるとともに，エネルギー

サービスの面からも地域の復興と発展に貢献してまいります。具体的には，東北地域に適

地の多い風力，地熱，水力をはじめ，太陽光などの再生可能エネルギーの導入拡大，スマ

ートコミュニティ事業への支援や参画などにより，地域と連携してまいります。 

 

当社は，これまで「地域社会との共栄」という経営理念のもと，地域に根ざした事業運

営を行ってまいりました。東日本大震災からの復興途上にある東北地域において，当社は

これからも，地域の繁栄が当社の発展につながるとの考えのもと，様々な形で東北の復興

と発展に貢献しながら，お客さまから選択され，地域とともに成長する企業グループを目

指してまいります。 
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３．連結財務諸表

（１）連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成26年３月31日現在)

資産の部

固定資産 3,645,163 3,536,579

電気事業固定資産 2,570,288 2,490,103

水力発電設備 165,797 177,991

汽力発電設備 298,296 302,117

原子力発電設備 347,208 291,103

内燃力発電設備 81,597 71,048

送電設備 688,165 663,930

変電設備 244,150 241,109

配電設備 621,604 621,967

業務設備 101,447 98,637

その他の電気事業固定資産 22,019 22,197

その他の固定資産 221,233 212,886

固定資産仮勘定 189,377 223,394

建設仮勘定及び除却仮勘定 189,377 223,394

核燃料 147,412 153,546

装荷核燃料 34,729 34,729

加工中等核燃料 112,682 118,817

投資その他の資産 516,852 456,648

長期投資 100,204 96,447

使用済燃料再処理等積立金 92,334 85,132

退職給付に係る資産 － 1,249

繰延税金資産 209,096 170,504

その他 115,980 103,805

貸倒引当金（貸方） △763 △491

流動資産 639,207 706,458

現金及び預金 144,186 147,052

受取手形及び売掛金 160,733 186,930

たな卸資産 77,461 85,747

繰延税金資産 62,346 68,613

その他 195,264 219,007

貸倒引当金（貸方） △784 △892

合計 4,284,371 4,243,037
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(平成25年３月31日現在)

当連結会計年度
(平成26年３月31日現在)

負債及び純資産の部

固定負債 2,918,413 2,905,467

社債 1,083,736 1,013,359

長期借入金 1,273,185 1,446,137

退職給付引当金 223,582 －

使用済燃料再処理等引当金 96,283 89,032

使用済燃料再処理等準備引当金 13,525 14,066

災害復旧費用引当金 22,915 7,031

退職給付に係る負債 － 160,449

資産除去債務 133,031 106,476

再評価に係る繰延税金負債 1,710 1,698

その他 70,442 67,216

流動負債 843,243 762,974

1年以内に期限到来の固定負債 270,322 245,231

短期借入金 102,515 44,475

支払手形及び買掛金 161,342 160,581

未払税金 16,251 29,512

災害復旧費用引当金 34,400 2,462

その他 258,410 280,711

負債合計 3,761,656 3,668,441

株主資本 483,913 518,262

資本金 251,441 251,441

資本剰余金 26,678 26,678

利益剰余金 213,922 248,093

自己株式 △8,129 △7,950

その他の包括利益累計額 △246 17,093

その他有価証券評価差額金 2,931 3,235

繰延ヘッジ損益 △1,999 △1,635

土地再評価差額金 △1,246 △1,226

為替換算調整勘定 68 1,180

退職給付に係る調整累計額 － 15,539

新株予約権 488 670

少数株主持分 38,558 38,569

純資産合計 522,714 574,595

合計 4,284,371 4,243,037
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書

　 連結損益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(平成24年４月１日から
　平成25年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成25年４月１日から
　平成26年３月31日まで)

営業収益 1,792,666 2,038,882

電気事業営業収益 1,575,725 1,815,462

その他事業営業収益 216,941 223,419

営業費用 1,848,589 1,953,239

電気事業営業費用 1,626,424 1,732,486

その他事業営業費用 222,165 220,753

営業利益又は営業損失（△） △55,922 85,642

営業外収益 10,301 7,732

受取配当金 974 926

受取利息 1,907 2,190

固定資産売却益 420 590

その他 6,998 4,025

営業外費用 47,613 54,318

支払利息 40,848 46,314

その他 6,764 8,004

当期経常収益合計 1,802,967 2,046,614

当期経常費用合計 1,896,203 2,007,558

当期経常利益又は当期経常損失（△） △93,235 39,056

特別利益 － 24,992

退職給付制度改定益 － 16,220

受取保険金 － 8,771

特別損失 38,690 －

災害特別損失 16,392 －

減損損失 4,360 －

発電所建設中止損失 17,937 －

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当
期純損失（△）

△131,925 64,049

法人税、住民税及び事業税 1,752 3,568

法人税等調整額 △26,015 24,696

法人税等合計 △24,262 28,265

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主
損益調整前当期純損失（△）

△107,663 35,783

少数株主利益又は少数株主損失（△） △3,964 1,479

当期純利益又は当期純損失（△） △103,698 34,303
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　 連結包括利益計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(平成24年４月１日から
　平成25年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成25年４月１日から
　平成26年３月31日まで)

少数株主損益調整前当期純利益又は少数株主
損益調整前当期純損失（△）

△107,663 35,783

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,696 313

繰延ヘッジ損益 △1,999 363

為替換算調整勘定 723 1,112

持分法適用会社に対する持分相当額 3 0

その他の包括利益合計 2,424 1,789

包括利益 △105,238 37,572

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 △101,338 36,083

少数株主に係る包括利益 △3,900 1,488
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（３）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度(平成24年４月１日から 平成25年３月31日まで)

（単位：百万円）

　

株主資本
その他の包括

利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計
その他有価証券

評価差額金

当期首残高 251,441 26,685 317,751 △8,308 587,570 △704

当期変動額 　 　 　 　 　 　

当期純損失 　 　 △103,698 　 △103,698 　

自己株式の取得 　 　 　 △7 △7 　

自己株式の処分 　 △6 △75 186 103 　

土地再評価差額金の

取崩
　 　 △54 　 △54 　

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 3,635

当期変動額合計 － △6 △103,828 178 △103,656 3,635

当期末残高 251,441 26,678 213,922 △8,129 483,913 2,931

　

その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計
繰延ヘッジ損益

土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

その他の包括

利益累計額合計

当期首残高 － △1,300 △655 △2,660 448 44,474 629,832

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

当期純損失 　 　 　 　 　 　 △103,698

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 △7

自己株式の処分 　 　 　 　 　 　 103

土地再評価差額金の

取崩
　 　 　 　 　 　 △54

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
△1,999 54 723 2,413 39 △5,915 △3,461

当期変動額合計 △1,999 54 723 2,413 39 △5,915 △107,118

当期末残高 △1,999 △1,246 68 △246 488 38,558 522,714
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当連結会計年度(平成25年４月１日から 平成26年３月31日まで)

（単位：百万円）

　

株主資本
その他の包括

利益累計額

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金

当期首残高 251,441 26,678 213,922 △8,129 483,913 2,931

当期変動額 　 　 　 　 　 　

当期純利益 　 　 34,303 　 34,303 　

自己株式の取得 　 　 　 △22 △22 　

自己株式の処分 　 △114 201 86 　

土地再評価差額金の

取崩
　 　 △19 　 △19 　

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 304

当期変動額合計 － － 34,170 178 34,348 304

当期末残高 251,441 26,678 248,093 △7,950 518,262 3,235

　

その他の包括利益累計額

新株予約権 少数株主持分 純資産合計繰延ヘッジ

損益

土地再評価

差額金

為替換算

調整勘定

退職給付に

係る調整

累計額

その他の

包括利益

累計額合計

当期首残高 △1,999 △1,246 68 － △246 488 38,558 522,714

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　

当期純利益 　 　 　 　 　 　 34,303

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 △22

自己株式の処分 　 　 　 　 　 　 86

土地再評価差額金の

取崩
　 　 　 　 　 　 △19

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
363 19 1,112 15,539 17,339 182 11 17,532

当期変動額合計 363 19 1,112 15,539 17,339 182 11 51,881

当期末残高 △1,635 △1,226 1,180 15,539 17,093 670 38,569 574,595
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：百万円)
前連結会計年度

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前
当期純損失（△）

△131,925 64,049

減価償却費 233,085 248,496

減損損失 4,360 2,208

原子力発電施設解体費 845 2,194

固定資産除却損 7,175 9,138

発電所建設中止損失 17,937 －

退職給付引当金の増減額（△は減少） △5,152 －

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） － △41,913

使用済燃料再処理等引当金の増減額（△は
減少）

△7,252 △7,250

使用済燃料再処理等準備引当金の増減額
（△は減少）

520 541

災害復旧費用引当金の増減額（△は減少） △33,348 △47,822

受取利息及び受取配当金 △2,881 △3,116

支払利息 40,848 46,314

使用済燃料再処理等積立金の増減額（△は
増加）

7,275 7,201

売上債権の増減額（△は増加） △13,637 △40,850

たな卸資産の増減額（△は増加） △163 △8,285

仕入債務の増減額（△は減少） △8,365 △759

未払費用の増減額（△は減少） △12,796 10,513

前受金の増減額（△は減少） △7,972 △11,726

その他 2,861 52,083

小計 91,413 281,014

利息及び配当金の受取額 2,907 3,145

利息の支払額 △40,069 △46,160

法人税等の支払額 △7,585 △1,586

営業活動によるキャッシュ・フロー 46,665 236,413

投資活動によるキャッシュ・フロー

固定資産の取得による支出 △253,132 △261,942

投融資による支出 △6,327 △2,994

投融資の回収による収入 10,715 4,744

その他 12,017 12,646

投資活動によるキャッシュ・フロー △236,726 △247,545
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(単位：百万円)
前連結会計年度

(平成24年４月１日から
平成25年３月31日まで)

当連結会計年度
(平成25年４月１日から
平成26年３月31日まで)

財務活動によるキャッシュ・フロー

社債の発行による収入 119,645 109,611

社債の償還による支出 △120,000 △204,100

長期借入れによる収入 414,798 268,246

長期借入金の返済による支出 △113,721 △95,718

短期借入れによる収入 552,875 229,150

短期借入金の返済による支出 △562,340 △287,190

コマーシャル・ペーパーの発行による収入 196,000 53,000

コマーシャル・ペーパーの償還による支出 △220,000 △24,000

配当金の支払額 △118 △114

少数株主への配当金の支払額 △2,015 △690

その他 △2,447 △2,754

財務活動によるキャッシュ・フロー 262,674 45,439

現金及び現金同等物に係る換算差額 197 130

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 72,811 34,437

現金及び現金同等物の期首残高 222,140 294,951

現金及び現金同等物の期末残高 294,951 329,389
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（５）継続企業の前提に関する注記 

  該当事項はありません。 

 

（６）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  会計処理基準に関する事項 

   （その他連結財務諸表作成のための重要な事項） 

   ・特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務相当資産の費用計上方法 

有形固定資産のうち特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務相当

資産の費用計上方法は，「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第 21 号  平成 20 年３月 31 日）第８項を適用し，「原子力発

電施設解体引当金に関する省令」（平成元年 通商産業省令第 30 号）の規定に

基づき，原子力発電施設解体費の総見積額を発電設備の見込運転期間に安全貯

蔵期間を加えた期間にわたり，定額法による費用計上方法によっております。 

 

 なお，上記「その他連結財務諸表作成のための重要な事項」以外は，最近の有価

証券報告書（平成 25 年６月 26 日提出）における記載から重要な変更がないため開

示を省略いたします。 

 

（７）連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

 （会計方針の変更） 

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第 26 号  平成 24 年５月 17 日。

以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用

指針」（企業会計基準適用指針第 25 号  平成 24 年５月 17 日。以下「退職給付

適用指針」という。）を当連結会計年度末より適用し（ただし，退職給付会計

基準第 35 項本文及び退職給付適用指針第 67 項本文に掲げられた定めを除く。），

退職給付債務から年金資産の額を控除した額を退職給付に係る資産及び退職給

付に係る負債として計上する方法に変更し，未認識数理計算上の差異及び未認

識過去勤務費用を退職給付に係る資産及び退職給付に係る負債に計上しており

ます。 

退職給付会計基準等の適用については，退職給付会計基準第 37 項に定める

経過的な取扱いに従い，当連結会計年度末において，当該変更に伴う影響額を

その他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しております。 

この結果，当連結会計年度末において，退職給付に係る資産が 1,249 百万円，

退職給付に係る負債が 160,449 百万円計上され，その他の包括利益累計額が

15,539 百万円増加しております。 

なお，１株当たり情報に与える影響は当該箇所に記載しております。 

  

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

有形固定資産のうち特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務相当

資産の費用計上方法は，「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業

会計基準適用指針第 21 号  平成 20 年３月 31 日）第８項を適用し，「原子力発

電施設解体引当金に関する省令」（平成元年 通商産業省令第 30 号）の規定に
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基づき，原子力発電施設解体費の総見積額を発電設備の見込運転期間にわたり，

原子力の発電実績に応じて費用計上する方法によっていたが，平成 25 年 10 月

1 日に「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」（平成 25 年  経済産業省

令第 52 号）が施行され，「原子力発電施設解体引当金に関する省令」が改正さ

れたため，同施行日以降は，見込運転期間に安全貯蔵期間を加えた期間にわた

り，定額法による費用計上方法に変更いたしました。 

なお，この変更は有形固定資産の費用配分方法の変更であり，会計上の見積

りの変更と区分することが困難なため，遡及適用は行いません。 

この結果，従来の方法と比べて，当連結会計年度の営業利益，当期経常利益

及び税金等調整前当期純利益は，それぞれ 3,510 百万円減少しております。 

また，特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務の算定に用いる使

用見込期間を，見込運転期間に安全貯蔵期間を加えた期間に変更したことに伴

い，従来の方法と比べて，当連結会計年度末の原子力発電設備及び資産除去債

務は，それぞれ 27,129 百万円減少しております。 

 

（８）追加情報 

①退職給付制度の改定による特別利益 

  当社において，平成 25 年４月１日に退職年金の給付利率の引下げや，退職一時金の一部

確定拠出年金への移行などの退職給付制度改定を実施したことに伴い，16,220 百万円を退

職給付制度改定益として，特別利益に計上しております。 

 

 ②東日本大震災等の保険金受入による特別利益 

当社において，平成 23 年３月に発生した東日本大震災及び同年７月に発生した

新潟・福島豪雨により生じた発変電設備などの被害に対する補償額が確定し，保険

金 8,771 百万円を受領いたしました。これに伴い，同額を受取保険金として，特別

利益に計上しております。 

 

③原子力発電設備に関する電気事業会計規則の改正 

平成 25 年 10 月 1 日に「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」（平成 25 年 経済

産業省令第 52 号）（以下「改正省令」という。）が施行され，「電気事業会計規則」が改

正されたため，同施行日以降は，原子力発電設備に原子炉の廃止に必要な固定資産及び原

子炉の運転を廃止した後も維持管理を要する固定資産を含めて整理することとなりました。

この変更は改正省令の定めにより遡及適用は行いません。 

なお，この変更に伴う金額的影響はありません。 

 

 ④法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（法律第 10 号 平成 26 年３月 31 日）が公布された

ことに伴い，当連結会計年度における繰延税金資産及び繰延税金負債の計算には，改正後

の税率を適用した法定実効税率を使用しております。 

これにより，繰延税金資産は 3,463 百万円，繰延ヘッジ損益は 7 百万円それぞれ減少し，

当連結会計年度に計上された法人税等調整額は 3,455 百万円増加しております。 
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（９）連結財務諸表に関する注記事項

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１.報告セグメントの概要

　当社グループの報告セグメントは，当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であ

り，常務会が，経営資源の配分の決定及び業績を評価するために，定期的に検討を行う対象となっている

ものであります。

　当社グループは，電気事業を中核とした複合エネルギーサービス企業グループとして事業活動を展開し

ております。

　したがって，当社グループは，エネルギーサービスを基礎としたセグメントから構成されており，電力

を供給する「電気事業」，電気・通信・土木・建築工事及び電力供給設備の設計・製作等や，環境保全に

関する調査・測量・測定分析等を行う「建設業」を報告セグメントとしております。

２.報告セグメントごとの売上高，利益又は損失，資産その他の項目の金額の算定方法

　報告されている事業セグメントの会計処理の方法は，「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事

項」における記載と同一であります。報告セグメントの利益又は損失は，営業利益又は営業損失ベースの

数値であります。セグメント間の売上高は，第三者間取引価格に基づいております。

　「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり，平成25年10月１日

に「電気事業会計規則等の一部を改正する省令」（平成25年 経済産業省令第52号）が施行され，「原子力

発電施設解体引当金に関する省令」が改正されたため，同施行日以降は，報告セグメントの有形固定資産

のうち特定原子力発電施設の廃止措置に係る資産除去債務相当資産の費用計上方法を変更しております。

　当該変更により，従来の方法に比べて，当連結会計年度の「電気事業」のセグメント利益が3,510百万円

減少しております。

３.報告セグメントごとの売上高，利益又は損失，資産その他の項目の金額に関する情報

　前連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

（単位：百万円）

電気事業 建 設 業 計

売 上 高

外部顧客への売上高 1,575,725 122,123 1,697,848 94,818 1,792,666 － 1,792,666

セグメント間の内部売上高

又は振替高

1,578,321 233,951 1,812,273 190,835 2,003,108 △210,441 1,792,666

セグメント損失（△） △45,413 △8,344 △53,757 △3,100 △56,857 935 △55,922

セグメント資産 3,971,673 215,070 4,186,743 358,030 4,544,774 △260,403 4,284,371

その他の項目

217,225 4,313 221,538 19,945 241,484 △8,398 233,085

 有形固定資産及び

 無形固定資産の増加額

報告セグメント

その他

(注１)

合計

調整額

（注２）

連結財務諸

表計上額

（注３）

2,596 111,828 114,424 96,016 210,441 △210,441 －

計

 減価償却費

 （核燃料減損額を含む）

265,336 5,080 270,417 15,923 286,340 △7,512 278,828
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　　　（1）セグメント損失（△）の調整額935百万円には，セグメント間取引消去932百万円が含まれて

おります。

　　　（2）セグメント資産の調整額△260,403百万円には，セグメント間取引消去△259,766百万円が含

まれております。

　　　（3）減価償却費の調整額△8,398百万円は，セグメント間取引消去によるものであります。

　　　（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△7,512百万円は，セグメント間取引消去

　　　　　 によるものであります。

　　３．セグメント損失（△）は，連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

　当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

電気事業 建 設 業 計

売 上 高

外部顧客への売上高 1,815,462 129,738 1,945,201 93,680 2,038,882 － 2,038,882

セグメント間の内部売上高

又は振替高

1,818,477 242,213 2,060,691 195,281 2,255,973 △217,090 2,038,882

セグメント利益又は損失（△） 85,460 △5,538 79,922 2,717 82,640 3,002 85,642

セグメント資産 3,961,281 216,917 4,178,198 350,513 4,528,712 △285,674 4,243,037

その他の項目

234,268 3,725 237,994 18,736 256,730 △8,234 248,496

 有形固定資産及び

 無形固定資産の増加額

　　　（1）セグメント利益又は損失（△）の調整額3,002百万円には，セグメント間取引消去2,999百万

円が含まれております。

　　　（2）セグメント資産の調整額△285,674百万円には，セグメント間取引消去△277,907百万円が含

まれております。

　　　（3）減価償却費の調整額△8,234百万円は，セグメント間取引消去によるものであります。

　　　（4）有形固定資産及び無形固定資産の増加額の調整額△4,556百万円は，セグメント間取引消去

　　　　　 によるものであります。

　　３．セグメント利益又は損失（△）は，連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

（注）１. その他には，ガス事業，情報通信事業，電力供給設備等の資機材の製造・販売，電気器具等の

　　　　　販売などの事業を含んでおります。

　　　２．調整額は，以下のとおりであります。

報告セグメント

その他

(注１)

合計

調整額

（注２）

連結財務諸

表計上額

（注３）

255,800 △4,556 251,243

3,014 112,475 115,490 101,600 217,090 △217,090

（注）１. その他には，ガス事業，情報通信事業，電力供給設備等の資機材の製造・販売，電気器具等の

　　　　　販売などの事業を含んでおります。

　　　２．調整額は，以下のとおりであります。

－

計

 減価償却費

 （核燃料減損額を含む）

234,847 3,127 237,974 17,825
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前連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため，記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

　　　　本邦の外部顧客への売上高に分類した額が，連結損益計算書の売上高の90％超であるため，記載を

　　　省略しております。

　　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が，連結貸借対照表の有形固定資産の90％超であるため，

　　　記載を省略しております。

当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

１．製品及びサービスごとの情報

　　　セグメント情報の中で同様の情報が開示されているため，記載を省略しております。

２．地域ごとの情報

　　　　本邦の外部顧客への売上高に分類した額が，連結損益計算書の売上高の90％超であるため，記載を

　　　省略しております。

　　　　本邦に所在している有形固定資産の金額が，連結貸借対照表の有形固定資産の90％超であるため，

　　　記載を省略しております。

電気事業 建設業 その他 合計

減損損失 1,818 883 1,658 4,360

電気事業 建設業 その他 合計

減損損失 1,927 146 134 2,208

前連結会計年度（平成24年４月１日から平成25年３月31日まで）

（単位：百万円）

当連結会計年度（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）

（単位：百万円）

【関連情報】

　　(1)売上高

　　(2)有形固定資産

　　(1)売上高

　　(2)有形固定資産

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】
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　（１株当たり情報）

前連結会計年度 当連結会計年度

    (平成24年４月１日から （平成25年４月１日から

     平成25年３月31日まで) 　　平成26年３月31日まで）

１株当たり純資産額 969.97円 1,073.45円 

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額（△） △207.97円 68.78円 

― 68.69円 

(注)１.潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については，前連結会計年度においては潜在株式は存在して

　　　 おりますが，１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。

　　２.１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定上の

　　　 基礎は，以下のとおりであります。

　  ３.「会計方針の変更」に記載のとおり，退職給付会計基準等を適用し，退職給付会計基準第37項に定める

       経過的な取扱いに従っております。

　      この結果，当連結会計年度の１株当たり純資産額が，31.16円増加しております。

前連結会計年度 当連結会計年度

    (平成24年４月１日から (平成25年４月１日から

     平成25年３月31日まで)   平成26年３月31日まで)

１株当たり当期純利益金額又は当期純損失金額

△103,698 34,303 

― ― 

△103,698 34,303 

498,622 498,709 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額

― ― 

545 689 

545 689 

　（重要な後発事象）

　（うち新株予約権　（千株））

希薄化効果を有しないため，潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の概要

― 

　　該当事項はありません。

　当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）

　普通株主に帰属しない金額　（百万円）

　普通株式に係る当期純利益又は当期純損失（△）（百万円）

　普通株式の期中平均株式数　（千株）

　当期純利益調整額　（百万円）

　普通株式増加数　（千株）

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額
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４．個別財務諸表

（１）貸借対照表

(単位：百万円)

前事業年度
(平成25年３月31日現在)

当事業年度
(平成26年３月31日現在)

資産の部

固定資産 3,529,589 3,433,591

電気事業固定資産 2,616,464 2,533,456

水力発電設備 146,380 158,531

汽力発電設備 283,742 289,153

原子力発電設備 348,943 292,642

内燃力発電設備 81,744 71,180

新エネルギー等発電設備 13,147 12,460

送電設備 707,079 681,980

変電設備 253,484 250,137

配電設備 673,831 672,699

業務設備 107,608 104,168

貸付設備 501 501

附帯事業固定資産 1,705 1,494

事業外固定資産 9,090 6,542

固定資産仮勘定 184,538 218,000

建設仮勘定 182,841 216,367

除却仮勘定 1,697 1,632

核燃料 147,412 153,546

装荷核燃料 34,729 34,729

加工中等核燃料 112,682 118,817

投資その他の資産 570,377 520,550

長期投資 83,954 83,802

関係会社長期投資 195,330 194,249

使用済燃料再処理等積立金 92,334 85,132

長期前払費用 19,799 8,601

繰延税金資産 179,260 148,934

貸倒引当金（貸方） △302 △170

流動資産 466,970 549,159

現金及び預金 79,794 84,333

売掛金 104,084 126,510

諸未収入金 10,636 5,325

短期投資 134,000 155,000

貯蔵品 57,504 66,759

前払費用 219 210

関係会社短期債権 2,738 32,512

繰延税金資産 61,745 64,390

雑流動資産 16,749 14,646

貸倒引当金（貸方） △501 △528

合計 3,996,559 3,982,750
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(単位：百万円)

前事業年度
(平成25年３月31日現在)

当事業年度
(平成26年３月31日現在)

負債及び純資産の部

固定負債 2,840,861 2,848,210

社債 1,084,036 1,013,659

長期借入金 1,247,284 1,417,909

長期未払債務 2,902 10,610

リース債務 － 227

関係会社長期債務 3,726 3,944

退職給付引当金 183,001 142,521

使用済燃料再処理等引当金 96,283 89,032

使用済燃料再処理等準備引当金 13,525 14,066

災害復旧費用引当金 22,873 6,884

資産除去債務 132,864 106,255

雑固定負債 54,363 43,098

流動負債 736,305 678,272

1年以内に期限到来の固定負債 257,345 236,730

短期借入金 54,940 33,500

コマーシャル・ペーパー 1,000 30,000

買掛金 106,800 98,946

未払金 48,971 33,362

未払費用 42,811 52,930

未払税金 14,272 25,429

預り金 1,080 1,030

関係会社短期債務 39,214 34,528

諸前受金 135,515 129,225

災害復旧費用引当金 34,010 2,280

雑流動負債 343 307

負債合計 3,577,167 3,526,482

株主資本 418,505 454,609

資本金 251,441 251,441

資本剰余金 26,657 26,657

資本準備金 26,657 26,657

利益剰余金 148,617 184,543

利益準備金 62,860 62,860

その他利益剰余金 85,757 121,683

海外投資等損失準備金 11 15

別途積立金 332,400 －

繰越利益剰余金 △246,653 121,667

自己株式 △8,211 △8,032

評価・換算差額等 398 988

その他有価証券評価差額金 2,398 2,623

繰延ヘッジ損益 △1,999 △1,635

新株予約権 488 670

純資産合計 419,392 456,268

合計 3,996,559 3,982,750
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（２）損益計算書

(単位：百万円)
前事業年度

(平成24年４月１日から
　平成25年３月31日まで)

当事業年度
(平成25年４月１日から
　平成26年３月31日まで)

営業収益 1,591,938 1,833,196

電気事業営業収益 1,578,135 1,818,310

電灯料 554,538 600,180

電力料 807,620 909,013

地帯間販売電力料 167,951 222,684

他社販売電力料 5,670 21,977

託送収益 3,970 4,070

事業者間精算収益 2,894 2,581

再エネ特措法交付金 14,006 34,860

電気事業雑収益 21,395 22,855

貸付設備収益 86 86

附帯事業営業収益 13,803 14,885

ガス供給事業営業収益 13,250 14,359

熱供給事業営業収益 553 526

営業費用 1,637,287 1,749,109

電気事業営業費用 1,624,092 1,735,324

水力発電費 28,325 29,875

汽力発電費 620,425 695,481

原子力発電費 92,183 94,652

内燃力発電費 32,160 23,091

新エネルギー等発電費 8,085 8,406

地帯間購入電力料 113,137 131,578

他社購入電力料 266,244 271,860

送電費 78,155 75,404

変電費 47,357 48,453

配電費 150,358 153,074

販売費 43,496 45,628

貸付設備費 5 5

一般管理費 90,816 88,663

再エネ特措法納付金 8,643 22,775

電源開発促進税 29,460 29,302

事業税 15,374 17,306

電力費振替勘定（貸方） △139 △234

附帯事業営業費用 13,195 13,784

ガス供給事業営業費用 12,725 13,319

熱供給事業営業費用 470 464

営業利益又は営業損失（△） △45,349 84,087
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(単位：百万円)
前事業年度

(平成24年４月１日から
　平成25年３月31日まで)

当事業年度
(平成25年４月１日から
　平成26年３月31日まで)

営業外収益 38,324 7,035

財務収益 33,031 4,639

受取配当金 31,128 2,507

受取利息 1,903 2,132

事業外収益 5,293 2,396

固定資産売却益 339 518

雑収益 4,953 1,877

営業外費用 46,164 52,462

財務費用 40,519 46,150

支払利息 40,152 45,749

社債発行費 366 401

事業外費用 5,645 6,311

固定資産売却損 46 82

雑損失 5,598 6,229

当期経常収益合計 1,630,263 1,840,232

当期経常費用合計 1,683,452 1,801,571

当期経常利益又は当期経常損失（△） △53,189 38,660

特別利益 － 24,992

退職給付制度改定益 － 16,220

受取保険金 － 8,771

特別損失 34,450 －

災害特別損失 16,221 －

発電所建設中止損失 18,229 －

税引前当期純利益又は税引前当期純損失（△） △87,640 63,653

法人税、住民税及び事業税 36 217

法人税等調整額 △28,525 27,396

法人税等合計 △28,488 27,614

当期純利益又は当期純損失（△） △59,151 36,039
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（３）株主資本等変動計算書

前事業年度(平成24年４月１日から 平成25年３月31日まで)

（単位：百万円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金
その他資本

剰余金

資本剰余金

合計
利益準備金

その他利益剰余金

海外投資等

損失準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 251,441 26,657 6 26,664 62,860 11 332,400 △187,426

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

当期純損失 　 　 　 　 　 　 　 △59,151

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 　

自己株式の処分 　 　 △6 △6 　 　 　 △75

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― △6 △6 ― ― ― △59,227

当期末残高 251,441 26,657 ― 26,657 62,860 11 332,400 △246,653

　

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計利益剰余金

合計

当期首残高 207,845 △8,390 477,561 △1,100 ― △1,100 448 476,908

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

当期純損失 △59,151 　 △59,151 　 　 　 　 △59,151

自己株式の取得 　 △7 △7 　 　 　 　 △7

自己株式の処分 △75 186 103 　 　 　 　 103

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 3,499 △1,999 1,499 39 1,539

当期変動額合計 △59,227 178 △59,055 3,499 △1,999 1,499 39 △57,516

当期末残高 148,617 △8,211 418,505 2,398 △1,999 398 488 419,392
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当事業年度(平成25年４月１日から 平成26年３月31日まで)

（単位：百万円）

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

資本準備金 利益準備金

その他利益剰余金

海外投資等

損失準備金
別途積立金

繰越利益

剰余金

当期首残高 251,441 26,657 62,860 11 332,400 △246,653

当期変動額 　 　 　 　 　 　

海外投資等損失

準備金の積立
　 　 　 3 　 △3

別途積立金の取崩 △332,400 332,400

当期純利益 　 　 　 　 　 36,039

自己株式の取得 　 　 　 　 　 　

自己株式の処分 　 　 　 　 　 △114

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 　 　 　

当期変動額合計 ― ― ― 3 △332,400 368,321

当期末残高 251,441 26,657 62,860 15 ― 121,667

　

株主資本 評価・換算差額等

新株予約権 純資産合計
利益剰余金

自己株式 株主資本合計
その他有価証

券評価差額金

繰延ヘッジ

損益

評価・換算

差額等合計利益剰余金

合計

当期首残高 148,617 △8,211 418,505 2,398 △1,999 398 488 419,392

当期変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

海外投資等損失

準備金の積立
― 　 ― 　 　 　 　 ―

別途積立金の取崩 ― ― ―

当期純利益 36,039 　 36,039 　 　 　 36,039

自己株式の取得 　 △22 △22 　 　 　 　 △22

自己株式の処分 △114 201 86 　 　 　 　 86

株主資本以外の項目

の当期変動額（純額)
　 　 　 225 363 589 182 771

当期変動額合計 35,925 178 36,104 225 363 589 182 36,875

当期末残高 184,543 △8,032 454,609 2,623 △1,635 988 670 456,268
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